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億円 市税収入，一般財源収入，義務的経費等の推移

一般財源収入

【資料１０】
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20以前は決算，21，22は当初予算

平成 年度 は 義務的経費等と市税収入がほぼ同規模 したが そ 後 義務的経費等が増大する 方 市税収入は横ば平成3年度では，義務的経費等と市税収入がほぼ同規模でしたが，その後，義務的経費等が増大する一方，市税収入は横ば
いで推移し，近年は1000億円を超える乖離となっています。

また，市税以外に地方交付税等を含めた一般財源収入は，近年の地方交付税等の大幅な削減により，平成7年度以前の水準

にまで低下しています。その一方で，義務的経費等は増加の一途をたどっており，今後も着実に増加することが見込まれます。


